





























A Consideration of Multiculturalism:  


























































































41（3） pp.106 ～ 110　1989.09.
❺ 河村宏「図書館の多文化サービス--「多文化サービス実態調
査（1988）」の分析-2-大学・短大・高専図書館」『現代の図書
館』27（4） pp.254 ～ 258　1989.12.
❻ 「在日外国人・留学生のための図書館サービス--多文化社会図
書館サービスをめざして」『図書館界』41（5） 217 ～ 219　
1990.01.
❼ 村岡和彦「アメリカ・イギリスにおける「ちびくろ・さんぼ」差別論の考察--「多文化」時代
の「再評価」問題」『図書館界』41（6） pp.290 ～ 299　1990.03.
❽ 高畑圭子「在住外国人と図書館--多文化社会のインフラストラクチャーとしての図書館」『図
書館雑誌』84（8） pp.479 ～ 481　1990.08.
❾ 坂口勝春「図書館での多文化サービスをするために--"IFLA多文化社会図書館サービスのため
の指針"の視点」『図書館雑誌』84（8）　pp.491 ～ 493.
　こうして，日本における多文化の研究は，主に教育学と図書館学の分野からスタートしたと見
られる。特に図書館学の分野がいち早く反応したことは注目される。
⑵掲載誌・紙名
　3,922点の文献を掲載した誌名・紙名は，合計1,232点である。収録するタイトルの多さそのも
のが，この分野の広がりの大きさを表していると言えよう。ちなみに１誌・紙平均の収録記事は，
3.18点である。
　表２から，記事を20点以上掲載した誌名・紙名は19タイトルに限定される。それらの編集主体
は，大学，学会，政府機関，民間団体と多彩である。内容分野として，言語，異文化，社会教
育，図書館，国際交流，保育等々，広汎な分野が関与している。
表１：文献点数の年別推移
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⑶執筆者
　著者，編者，訳者，監修などさまざまな立場で執筆に携わった人数は2，765人に達する。単純
計算すると，１人当たり平均1.42点となる。
　10点以上執筆した人数は18人。５～９点執筆した人数は66人。合計84人は，執筆者全員のわず
か3.04％である。
　表３に掲載した人物の属する分野は，教育学（田中治彦・榎井縁・金侖貞・児玉奈々）に加え
て，社会学（関根政美・宮島喬・塩原良和・佐久間孝正），経済学（井口泰），法学（石山文彦・
近藤敦），国際関係論（田中治彦），比較文化論（西川長夫），多文化共生論（飯笹佐代子・田村
太郎）などきわめて多岐にわたる。
表２：記事を20点以上掲載した誌名・紙名一覧
表３：10点以上の記事を記載した著者の一覧（記事のみ）
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⑷対象国・地域名
　多文化に関して考察の対象となっている国・地域の名称は，合計90箇所に達する。
　国・地域別にみた文献点数のランキングは，アメリカ（191），カナダ（104），オーストラリア
（104），イギリス（67）等の英語圏が中心である。
　アジアでは，韓国（87），中国（44），台湾（29），朝鮮（28）の順である。
　期間別に見ると，1990年代からようやく多様な国が見られる。
　第1位のアメリカ（米国を含む）は，1985 ～ 1989を除いた全期間を通じて取りあげられてい
る。
　イギリス・ドイツは1990年以降，フランスは1995年以降，ニュージーランドとブラジルとは
2000年以降，ロシアは2005年以降になって初めて取りあげられている。
　取りあげられている国や地域を世界地図に表示した図２から，対象地域として，アフリカ，中
米，中東地域が少ないことが注目される。
⑸主要な内容
　全文献を対象にして，多文化に関わる語句について検索し，その頻度を降順にならべたのが，
表５である。語句は，全文献を整理している過程の中で目についた語句を随時検索しながら選定
した。
　多文化は，「多文化共生」「教育」「多文化主義」を中核にして，「研究」「地域」「言語」「民族」
「政策」「日本語」「実践」「支援」「交流」「理解」などの実際的・実践的な語句によって形容され
る。
表４：取りあげられている国・地域の期間別推移
114
「多文化」をタイトルに含む記事の分析に関する一考察
表５：タイトル中に出現する頻度の高い語句一覧
図２：取りあげられている国・地域
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　さらに，中心主題とされる「多文化共生」を含む970点の文献の推移を5年ごとの期間別に示し
たのが図３である。
　「多文化共生」を含む文献の推移は，文献全体の傾向とよく似ている。ただし，2000年以降が
96.5％を占める。さらに詳しく見ると，2005年～ 2014年の10年間が74.5％を占める。つまり，最
近になるほど頻度が高い。
4.　考　　　　　察
【1】多文化に関する文献の初出は，1982年であった。つまり，長くて最近30年間の話題である。
各年毎の文献点数の推移をみると，多文化研究が盛んになったのは1999年以降のことである。
【2】次に，取り扱っている分野は，きわめて多様である。教育はいうまでもなく，心理学，哲
学，倫理学，心理学，宗教学，歴史，政治，経済，経営，易・占い，福祉，文学，芸術，医学・
看護，語学，体育・スポーツ，軍事，…。さすが文化という名称がつくだけあり，世の中のあら
ゆる事柄が関係している。
【3】さらに，掲載誌・紙の種類が多いこと。次々と聞いたことのない紀要や雑誌のタイトルが出
てくる。同じ大学名でも学部・学科名が異なったり付属の機関だったりと多彩である。
【4】著者として，著作，編集，翻訳，監修などに携わった人間の合計は，2,765人である。一人
あたりの著作平均は1.42点である。
【5】掲載した雑誌・紀要・報告・新聞などのタイトル数は，1,232点である。一誌・紙あたりの
記事の平均は3.18点となる。
5.　ま　　と　　め
　多文化文献の特徴として，あるテーマを継続して追究するというよりも，「なんとなく関心が
あったから」「研究業績の一つとして増やしたいから」「話題になっているから」等々，著者の属
する分野・主題の広がりの大きさが指摘できる。多文化に関する著作にはいわゆる「便乗組」が
混在しているかもしれない。
図３：期間別に見た多文化の推移
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　そこで，多文化研究において，今後全記事を対象にした内容の分析を実施することが喫緊の課
題である。
　実際，多文化を扱う研究は，「３．結果の概要」に示したように次のような分野に分散してい
る。主たる国別分類だけに絞っても，次のような分類が可能になる。
１．先住民族プラス移民による多文化（アメリカ，オーストラリア，カナダなど）
２．多様な先住民族による多文化（中国，台湾など）
３．国家政策による多文化（イギリス，ニュージーランドなど）
４．一部地域の集中移民移住による多文化（日本国内の一部地域など）
５．国内に内包する長期にわたる歴史的な多文化（日本，韓国，ロシアなど）
　以上５つの事例を示したが，実際にはさらに細分化される。
　多文化研究の位置づけ，分類などが今後の研究分野に求められていると考えられる。移民問題
は今後増加することは必至である。教育分野に関しては喫緊の問題になることは間違いない。
「文化」という曖昧な言語を包含する多文化は，あらゆる分野ですでに社会現象，社会問題とな
っている。ここで，多文化に関する研究の方向付けを行うことが今後の研究の発展に不可欠と考
えられる。
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